


































































































































































































魚　　種　　　 尾数（尾） 平均目廻り（㎏） 生産見込量（トン）
ハマチ 700,000 3.5 2,450
カンパチ 80,000 3.2 256
ヒラマサ 32,000 4.0 128
マダイ 250,000 1.5 375
スズキ 400,000 1.2 480
ヒラメ 58,000 0.8 45
トラフグ 63,000 1.0 63
タケノコメバル 試験中 ―
サ　バ 若　干 ―
ハ　タ 若　干 ―
その他
総　数 約3,800
こうしたハマチ養殖は、次のような方法により営まれている。まず、ハマチの稚魚の入手が行
われる。ハマチの稚魚であるモジャコは春季に外海で漂う流れ藻につく習性があるため、それら
を採取して鹿児島、愛媛、高知など比較的温暖な西南日本の諸県において育成される。モジャコ
の回遊は香川県近海ではほとんど確認されないため、直島の養殖業者は、４月から５月頃に西南
日本の諸県から購入している。採取後間もないモジャコを養殖し、種苗として出荷する様式を当
年魚養殖と称し、出荷時には１kg前後の重量となる。一方、約一年間養殖したものを購入して
養殖を行うことは二年魚養殖と称され、出荷時には３から3.5kg程度の大きさとなる。近年は、
需要の多い二年魚養殖を採用する養殖業者が少なくなく、そのため、約一年間養殖され１㎏前後
にまで成長した種苗を購入する業者がほとんどである。養殖用餌は二日に一回の割合で、イワシ
などの生餌をミンチしたものと乾燥餌を混合したモイストペレットと称される粒状の練り餌が使
用されている。こうした餌や必要な器具類の多くは香川県漁業連合組合から入手される。
最近では、養殖業においても機械化の進行が著しく、タイマー式で餌を自動的に供給するソー
ラー電池を備えた装置が生簀に設置されることも珍しくない。また、魚の出荷は生簀から魚を引
き揚げるため、かなりの重労働であったが、魚を釣り上げる小型のクレーン装置が導入され、多
くの労働力を必要としないための工夫がなされている。
こうした、機械化による生産技術の向上に加え、直島の養殖業においては、養殖技術に関する
ノウハウの蓄積がみられつつある。その一つはハマチとハギの混合養殖が挙げられる。ハマチと
同じ生簀の中にハギを投入すると、ハギは、ハマチの糞や食べ残した餌を捕食するようになる。
これにより、生簀網の清掃作業の作業量が軽減されるとともに、副産物として、生簀内で肥育さ
れたハギも出荷できることになる。ハギはキロ単価でハマチの約３倍の値段を付けることも少な
くないことから養殖業者にとっては少しばかりの副収入が得られることになる。こうしたノウハ
ウは直島では共有されており、直島の漁業の発展につながる可能性を有している。
また、漁場の確保にも工夫が見られる。直島近海の養殖漁場は16カ所存在する。図３はこれら
の位置を示したものである。多くの漁場が島の南西から北東にかけて分布している。直島と対岸
の井島との間の海域は比較的潮の流れが良く、古くから養殖に適した場所であった。こうした漁
場を直島に所在する法人が確保して養殖を行うことになるが、４月から翌年の１月までの漁期が
終了すると、一旦、養殖設備は取り払われ、翌年の漁場は、新たにくじ引きにより決定される仕
組みになっている。これは、潮流や冬の季節風により海がくまなく自然に浅深還流し、漁場の生
産力を回復することが期待できる効果があるほか、漁場によっては潮の流れが異なり生育状態も
異なるため、養殖業者間において均等制が確保される効果がある。こうした仕組みを構築するこ
とにより、直島漁業の基盤の確保とともに発展の方向性が示されている。
流通に関しては、ハマチの成魚は主に、近畿圏や首都圏などの大都市圏の市場へと出荷される。
とくに近畿圏への出荷は瀬戸内海の海上輸送により直接出荷できるため、地理的な側面からみて
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も有利な条件下にある。また、直島近海では11月下旬から12月上旬にかけて、水温が摂氏18度か
ら16度程度にまで急激な温度低下が起こる。そのため、ブリなど、魚種によっては出荷時期の他
産地との差別化を図ることも可能である。
ハマチは温暖な海を好むため、摂氏９度以下では生存できない魚である。瀬戸内海の水温は冬
季に摂氏９度以下になることも少なくなく、直島周辺の海域において越冬することができない。
したがって、ハマチの養殖期間は限定されており、冬季を迎えるまでに比較的水温の高い海域に
移動させる必要がある。高知県など温暖な地域の漁場を借用して育成を行う場合もあるが、直島
では、多くの場合、広島の水産会社へ冬季前の時期に売却する方法が採用されている。広島県の
水産会社では、直島から購入したハマチを５㎏程度にまで生育し、市場へと出荷する体制を整え
ている。水産会社へは活魚運搬業者が仲介し、直島において養殖されたハマチは全て活魚船によ
り出荷されている。こうした効率的な出荷体制を整備することにより、直島における養殖業の基
盤が形成されている。
図３　直島周辺における養殖漁場の分布
資料：岡山大学地理学教室（2004）を一部改編。
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直島周辺においては、かつて、養殖漁業の発展に支障となる問題が生じた。1999年に香川県は
豊島の産業廃棄物問題に関して、直島町に立地する三菱マテリアル精錬所内での産業廃棄物処理
を行うことを提案した。これを受けて、直島では、種々の議論が興り、プラントの操業は直島の
イメージを低下せしめ、ノリやハマチなどの生産に影響することが懸念された。こうしたなか、
香川県は直島に対して風評被害対策基金を創設し、風評被害対策条例を施行することになった。
直島ではこれを契機に、安全な魚の供給を重点的な施策として推進することになる。その一つの
取組として商品履歴書を開示することにより、トレーサビリティシステムの導入が積極化した。
養殖魚は牛と違い個体管理は不可能なため、養殖生簀（小割）単位で管理されており、生産者お
よび養殖小割番号と商品から、安全で新鮮に育てられた養殖魚の養殖履歴状況を見ることが出来
る仕組みが構築されている。さらに、現在、直島において生産されたハマチを消費者に直接届け
る産直販売を試みられており、生産者の顔写真入りの食の安全保証書を添付して消費者へ供給さ
れている。
こうした生産技術の確立や工夫、さらには生産と市場への供給に関わるネットワークの構築と
調整には直島漁業協同組合が多大に関与しており、直島養殖業の自立的発展の推進役としての役
割を演じている。直島漁業協同組合は昭和24（1949）年に設立され、現在の組合員数は97を数え
る。直島漁業は、購買、販売機能はもとより、養殖技術の指導、製氷冷蔵工場の運営と共同利用
など漁業活動に関わる全般的な補助とコーディネート機能を備えている。
近年、産業集積研究においてマーシャル型産地が注目されているが、これは、人々のオープン
なコミュニティと個々の企業人との積極的な共存に特徴づけられた社会領域的存在であるとされ
る５）。産地は慣習とインフォーマルな関係性を包含する空間であり、そこでは競争とともに協同
が行われている６）。これまで検討したように、直島では漁業者が競争的環境におかれると同時に
地域内における協同が営まれており、直島の漁業者は地域に埋め込まれた社会的関係資本
（embeddedness）に基づきこの産地内にとどまっている。直島の漁業には、こうしたマーシャ
ル型産地に類似した経済的自立を目した漁業者間のネットワークが形成されている。そうした産
地においては、外部市場の確保と産地内の生産能力の向上にとって重要なコーディネーターが必
要となる。
直島漁業協同組合によれば、養殖ハマチの生産から流通・消費にいたるまで実に多くの業種の
会社や人が関わっているため、相互に安全を確保し保証しあえる仕組み作りが必要であるとする。
とくに、配合飼料等、餌料の原材料及び医薬品の安全性の確保と保障は重要であると考えられて
おり７）、直島漁業協同組合がコーディネーターの役割を担いつつステークホルダー間のネットワ
ークが構築されている。直島においては、以上のような仕組みを備えることにより、養殖業の基
盤型産業化と経済的自立への可能性が模索されているといえよう。
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Ⅳ　むすびにかえて
離島は訪れるものに多くの感動を与える。都市住民の多くが非日常的な時間と空間を離島にお
いて経験することが可能である。都市からみた離島の姿は消費する空間として埋め込まれている。
しかしながら、離島という地域は都市住民のためにのみ存在する場所ではない。日本の国民経済
の地域構造が中心・周辺関係を呈する現代社会において、離島の多くは条件不利地域として認知
され、地域の経済的自立性の確保が懸念されている。経済的自立性を構築するためには基盤型産
業の立地と地域内における経済循環が必要である。多くの離島では、こうした基盤型産業を離島
内に存立させることが困難な状況にある。そうした問題意識のもと、香川県直島における漁業活
動を事例として、これまでの地域の生業が基盤型産業となる可能性を探ることを試みた。
はじめに、直島における漁業活動の動態を量的および質的な変化から検討した。これにより、
直島の漁業は漁船漁業から養殖業へシフトしつつ存続してきたことと経営体の法人化にともな
い、漁業活動が維持されてきたことが明らかとなった。これを受けて、養殖業の基盤型産業化の
過程が明らかになるとともにステークホルダー間のネットワーク形成とそのコーディネーターを
担う直島漁業協同組合の存在の重要性が確認された。
本報告は、直島における漁業活動の実態をある程度明らかにすることができたものの、直島の
養殖業が基盤型産業として経済的自立を促進できるかという点にまでは踏み込んで明確化するこ
とには至らなかった。また、漁業協同組合のコーディネート機能やネットワークの形成過程など
に関しても不十分な点も少なくない。こうした点は、今後の課題として、別稿に委ねたいと考える。
本論は部局長裁量経費（文学部プロジェクト研究）「瀬戸内における生活と文化」の一部を使用した。
註
１）中心・周辺論に関しては，斯学の研究分野では岡橋秀典『周辺地域の存立構造』大明堂，1997．に詳しく論
じられている。
２）空間的分業に関しては友澤和夫『工業空間の形成と構造』大明堂，1999．などに詳しい。また，大企業の事
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４）岡山大学地理学教室「香川県直島町の現状と課題―2003（平成15）年度地理学野外実習報告―」岡山大学文
学部地理学教室，2004．による。
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